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資 
料Ｅ

Ｕ
と
イ
ギ
リ
ス
の
最
低
賃
金
の
動
向

 

－

連
合
「
最
低
賃
金
に
関
す
る
海
外
調
査
」
に
参
加
し
て

金
属
労
協
政
策
企
画
局
／
山
根　

一
輝 

53

政
策
・
制
度
解
説
コ
ー
ナ
ー

は
じ
め
に

　

日
本
の
地
域
別
最
低
賃
金
は
、2

 

0

 
2
 

3
年
に
従
来
の
政
府
目
標
で
あ
っ
た
「
全

国
加
重
平
均
1
0
0
0
円
以
上
」
が
達
成

さ
れ
、
次
の
目
標
と
し
て
「
2
0
3
0
年 

代
半
ば
ま
で
に
全
国
加
重
平
均
1

 

5

 
0
 

0
円
」
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
方
連
合

は
、「
①
今
後
２
年
程
度
で
、
全
都
道
府

県
で
1
0
0
0
円
以
上
へ
の
引
き
上
げ

を
め
ざ
す
。
②
目
標
達
成
後
に
つ
い
て
は
、

連
合
リ
ビ
ン
グ
ウ
ェ
イ
ジ
お
よ
び
一
般
労

働
者
の
賃
金
の
中
央
値
の
６
割
水
準
を
め

ざ
し
、
段
階
的
に
取
り
組
む
」
と
の
目
標

を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

連
合
「
最
低
賃
金
に
関
す
る
海
外
調

査
」（
2
0
2
3
年
９
月
実
施
）
は
、「
全

国
加
重
平
均
1
0
0
0
円
以
上
」
達
成

後
の
政
府
方
針
が
検
討
さ
れ
て
い
る
中
で

実
施
さ
れ
ま
し
た
。
前
記
の
連
合
の
中
期

目
標
で
あ
る
「
一
般
労
働
者
の
賃
金
の
中

央
値
の
６
割
水
準
」
と
い
う
基
準
は
、
調

査
内
容
を
踏
ま
え
て
設
定
さ
れ
た
も
の
で

す
。
金
額
に
す
る
と
、連
合
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
で
は
2
0
3
5
年
に
1
6
0
0

円
～
1
9
0
0
円
と
な
り
、
現
状
か
ら

す
る
と
か
な
り
高
い
水
準
に
思
わ
れ
ま
す

が
、
こ
の
水
準
は
2
0
2
2
年
に
Ｅ
Ｕ

で
採
択
さ
れ
た
「
適
正
な
最
低
賃
金
に
関

す
る
指
令
」
で
示
さ
れ
て
い
る
基
準
と
合

致
す
る
も
の
で
あ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ

ン
ダ
ー
ド
と
も
言
え
る
水
準
で
す
。

　

本
稿
で
は
、
連
合
の
海
外
調
査
で
訪
問

し
た
Ｅ
Ｕ
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
最
低
賃

金
の
動
向
を
解
説
し
て
い
き
ま
す
。
な
お
、

海
外
調
査
の
報
告
書
全
体
は
連
合
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
か
ら
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
の

で
、
詳
し
く
は
そ
ち
ら
を
ご
参
照
く
だ
さ

い
。（
検
索
ワ
ー
ド
：
連
合
「
最
低
賃
金
に
関

手
続
を
経
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
最
低
賃

金
指
令
で
は
、
2
0
2
4
年
11
月
ま
で
に

各
国
の
国
内
法
と
し
て
施
行
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

前
記
の
性
質
上
、
同
指
令
は
例
え
ば

Ｅ
Ｕ
域
内
で
あ
れ
ば
時
給
1
0
0
0
円

と
い
っ
た
共
通
の
最
低
賃
金
を
導
入
す
る

も
の
で
な
く
、
あ
く
ま
で
も
十
分
な
最
低

賃
金
を
設
定
す
る
た
め
の
枠
組
み
を
規

定
す
る
も
の
で
す
。
こ
の
よ
う
に
間
接
的

な
規
制
と
な
っ
た
理
由
は
、
そ
も
そ
も
Ｅ

Ｕ
で
は
、
賃
金
、
団
結
権
、
ス
ト
ラ
イ
キ 

権
、
ロ
ッ
ク
ア
ウ
ト
権
に
つ
い
て
は
権
限

が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
か
ら
で
す
（
Ｅ
Ｕ

機
能
条
約
（
Ｔ
Ｆ
Ｅ
Ｕ
）第
1
5
3
条
５

項
）。
Ｅ
Ｕ
の
各
国
は
、
北
欧
諸
国
の
よ

う
に
労
働
組
合
の
組
織
率
が
高
く
、
法
定

最
低
賃
金
が
な
い
国
も
あ
れ
ば
、
組
織
率

が
低
く
、
法
定
最
低
賃
金
が
あ
っ
て
も
十

分
な
水
準
で
な
い
国
も
あ
る
な
ど
、
労
使

す
る
海
外
調
査
」
2
0
2
3
年
9
月
実
施
）

Ｅ
Ｕ
「
適
正
な
最
低
賃
金
に

関
す
る
指
令
」

　

調
査
で
は
最
初
に
ベ
ル
ギ
ー
を
訪
問
し

ま
し
た
。
ベ
ル
ギ
ー
に
は
Ｅ
Ｕ
の
主
要
機

関
が
集
ま
っ
て
お
り
、
今
回
の
調
査
で
は
、

欧
州
レ
ベ
ル
で
労
働
者
を
代
表
す
る
組
織

で
あ
る
欧
州
労
働
組
合
連
盟
（
Ｅ
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）

と
、
Ｅ
Ｕ
の
行
政
機
関
で
あ
る
欧
州
委
員

会
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

2
0
2
2
年
10
月
、
欧
州
委
員
会
は

「
適
正
な
最
低
賃
金
に
関
す
る
指
令
」
を

採
択
し
ま
し
た
。
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る「
指
令
」

と
は
、
加
盟
国
を
拘
束
す
る
も
の
の
、
そ

の
具
体
的
な
形
式
お
よ
び
手
法
は
加
盟
国

に
委
ね
ら
れ
る
も
の
で
す
。
そ
の
た
め
、

指
令
の
内
容
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
各

国
で
国
内
法
を
制
定
す
る
こ
と
な
ど
実
施
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関
係
の
あ
り
方
は
多
様
で
す
。
こ
う
し
た

各
国
の
違
い
も
あ
り
、
Ｅ
Ｕ
は
賃
金
な
ど

へ
の
介
入
に
は
慎
重
で
す
が
、
Ｅ
Ｕ
全
体

の
組
織
率
の
低
下
や
、
低
賃
金
労
働
者
が

増
加
し
、
賃
金
格
差
が
拡
大
し
て
い
る
こ

と
か
ら
、
同
指
令
は
成
立
す
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。

　

指
令
の
内
容
に
つ
い
て
、
最
低
賃
金
の

妥
当
性
の
改
善
や
賃
金
格
差
の
縮
小
を
目

的
に
、
大
き
く
分
け
て
以
下
の
枠
組
み
を

規
定
し
て
い
ま
す
。

法
定
最
低
賃
金
の
設
定
・

更
新
に
関
す
る
枠
組
み
の
整
備

　
「
１.

法
定
最
低
賃
金
の
設
定
・
更
新
に

関
す
る
枠
組
み
の
整
備
」
に
つ
い
て
は
、
第 

５
条
「
適
切
な
法
定
最
低
賃
金
を
設
定
す

る
た
め
の
手
続
き
」
で
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
１
項
、
２
項
で
は
、
法
定
最
低
賃
金

の
あ
る
加
盟
国
は
、
最
低
賃
金
額
の
適
切

な
水
準
へ
の
設
定
・
改
定
の
た
め
の
基
準

を
設
定
し
、
そ
の
基
準
に
は
、
少
な
く
と

も
①
生
活
費
を
考
慮
し
た
購
買
力
、
②
賃

金
の
一
般
的
な
水
準
と
そ
の
分
配
、
③
賃

金
の
伸
び
率
、
④
長
期
的
な
国
の
生
産
性

水
準
と
動
向
、
の
各
要
素
を
含
ま
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
ま
す
。
３
項
で
は
、

法
定
最
低
賃
金
が
減
額
さ
れ
る
場
合
を
除

き
、
自
動
的
な
物
価
連
動
制
を
用
い
る
こ

と
が
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

第
５
条
４
項
が
連
合
の
中
期
目
標
と
関

係
し
て
い
る
部
分
で
あ
り
、
最
低
賃
金
の

妥
当
性
を
評
価
す
る
基
準
、
つ
ま
り
最
低

賃
金
が
ど
の
く
ら
い
の
水
準
で
あ
る
べ
き

な
の
か
に
つ
い
て
、
以
下
の
よ
う
に
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

ＥＴＵＣの担当者(左奥 )と調査団

　
「
賃
金
総
額
の
中
央
値
の
60
％
」
と
い
う

基
準
の
根
拠
に
つ
い
て
、
今
回
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
で
は
明
確
な
回
答
は
得
ら
れ
ま
せ
ん

で
し
た
が
、
相
対
的
貧
困
を
念
頭
に
お
い

た
も
の
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
相
対
的

貧
困
と
は
、
一
定
基
準
（
貧
困
線
）
を
下
回 

る
等
価
可
処
分
所
得
（
世
帯
の
可
処
分
所

得
を
世
帯
人
員
の
平
方
根
で
割
っ
て
調
整

し
た
所
得
）し
か
得
て
い
な
い
状
態
を
指
し

ま
す
が
、
Ｅ
Ｕ
で
は
、
2
0
1
0
年
に
策 

定
さ
れ
た
経
済
成
長
戦
略
で
あ
る
「
欧
州

2
0
2
0
（E

U
rope2020

）」
の
中
で
、

貧
困
線
を
「
そ
の
国
の
等
価
可
処
分
所
得

の
中
央
値
の
60
％
」
と
定
義
し
ま
し
た
。

な
お
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
や
日
本
の
調
査
で
は
、
貧

困
線
を
等
価
可
処
分
所
得
の
中
央
値
の
半

分
と
定
義
し
て
い
ま
す
。

　

４
項
で
60
％
や
50
％
と
い
う
基
準
値
は

「
参
照
値
」
と
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
先

述
し
た
Ｅ
Ｕ
に
賃
金
に
関
す
る
権
限
が
認

め
ら
れ
て
い
な
い
と
い
う
制
限
に
よ
る
も

の
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
60
％
や
50
％

１.

法
定
最
低
賃
金
の
設
定
・
更
新
に

関
す
る
枠
組
み
の
整
備

２.

賃
金
決
定
に
関
す
る
団
体
交
渉
の

促
進

３.

最
低
賃
金
保
護
の
執
行
と
監
視
の

改
善

＊
加
盟
国
は
、
法
定
最
低
賃
金
の
十
分

性
を
査
定
す
る
指
針
と
す
る
た
め
に
、

指
標
と
な
る
参
照
値
を
使
用
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
目
的
の
た
め

と
い
う
基
準
値
が
使
わ
れ
て
な
い
か
と
い

う
と
、
そ
う
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
欧
州
委

員
会
事
務
局
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
は
、「
実

際
に
加
盟
国
に
お
け
る
議
論
で
は
積
極
的

に
採
用
さ
れ
て
い
る
。」
と
伺
っ
て
お
り
、

ま
た
E
u
r
o
F
o
u
n
d
の「
2
0
2
3

年
の
最
低
賃
金
：
年
次
レ
ビ
ュ
ー
」
に
よ

る
と
、
最
低
賃
金
指
令
の
影
響
は
移
行
期

間
が
は
じ
ま
っ
た
ば
か
り
で
限
定
的
と
し

つ
つ
も
、
基
準
値
（
平
均
賃
金
の
50
％
、

賃
金
中
央
値
の
60
％
）
を
法
律
や
目
標
の

草
案
に
入
れ
た
国
（
ベ
ル
ギ
ー
、
ブ
ル
ガ

リ
ア
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、
ス

ペ
イ
ン
）、
実
際
の
引
き
上
げ
に
使
用
さ

れ
た
国
（
ク
ロ
ア
チ
ア
、
ド
イ
ツ
）、
労
働

組
合
の
要
求
に
利
用
さ
れ
た
国
（
チ
ェ
コ
、

ギ
リ
シ
ャ
、
オ
ラ
ン
ダ
）
な
ど
が
取
り
上

げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

第
５
条
５
項
で
は
、
法
定
最
低
賃
金
の 

定
期
的
か
つ
適
時
な
更
新
を
少
な
く
と
も

２
年
ご
と
に
行
う
こ
と
（
３
項
の
物
価
連

動
制
を
採
用
し
て
い
る
場
合
は
４
年
に
１

度
）、
６
項
で
は
、
法
定
最
低
賃
金
に
権
限

の
あ
る
当
局
に
対
し
て
提
言
を
行
う
専
門

機
関
を
設
置
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

ま
た
第
７
条
で
は
、
６
項
の
専
門
機
関
を

含
め
、
最
低
賃
金
に
関
す
る
意
思
決
定
全

般
に
社
会
的
パ
ー
ト
ナ
ー
（
労
使
）
を
関

与
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る

こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

に
、
加
盟
国
は
、
賃
金
総
額
の
中
央

値
の
60
％
及
び
賃
金
総
額
の
平
均
値

の
50
％
等
、
国
際
レ
ベ
ル
で
通
常
使

用
さ
れ
る
指
標
と
な
る
参
照
値
及
び
、

又
は
国
レ
ベ
ル
で
使
用
さ
れ
る
指
標

と
な
る
参
照
値
を
使
用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。



  2024 Summer JCM   40

諮
問
機
関
で
あ
る
低
賃
金
委
員
会
（
Ｌ
Ｐ

Ｃ
）
事
務
局
に
伺
い
ま
し
た
。

　

イ
ギ
リ
ス
の
最
低
賃
金
は
、
低
賃
金
労

働
者
の
多
い
産
業
に
お
い
て
産
業
別
に
設

定
さ
れ
て
い
た
制
度
が
保
守
党
政
府
の
も

と
で
1
9
9
3
年
に
廃
止
さ
れ
た
も
の

の
、1
9
9
7
年
に
発
足
し
た
労
働
党
政

府
の
も
と
で
、
原
則
す
べ
て
の
産
業
お
よ

び
地
域
を
対
象
と
し
た
「
全
国
最
低
賃
金
」

(N
ational M

inim
um
 W
age)

が
1

 
9
 

9
9
年
に
導
入
さ
れ
、
制
度
の
見
直
し
が

さ
れ
つ
つ
現
在
に
至
っ
て
い
ま
す
。
導
入

当
初
は
、
22
歳
以
上
と
18
～
21
歳
対
象
の

２
種
類
で
し
た
が
、
2
0
0
4
年
に
16
～

17
歳
対
象
、2
0
1
0
年
に
は
よ
り
低
い

金
額
の
ア
プ
レ
ン
テ
ィ
ス
（
見
習
い
）
対
象

が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
2

 

0

 
1
 

6
年
に
25
歳
以
上
を
対
象
と
し
た
水
準

が
「
全
国
生
活
賃
金
」（N

ational Living 

W
age

）と
い
う
名
称
で
設
定
さ
れ
、
こ

れ
に
伴
い
従
来
の
21
歳
以
上
対
象
（
2

 
0
 

0
9
年
に
22
歳
以
上
対
象
か
ら
引
き
下

げ
）
の
金
額
は
、
21
～
24
歳
対
象
に
限
定

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
後
、

全
国
生
活
賃
金
の
対
象
年
齢
は
引
き
下
げ

ら
れ
、
2
0
2
1
年
に
25
歳
か
ら
23
歳
に
、

2
0
2
4
年
に
21
歳
に
な
り
ま
し
た
。
最

終
的
に
2
0
2
4
年
４
月
以
降
で
は
、
見

習
い
、16
～
17
歳
、18
～
20
歳
、21
歳
以
上（
全

国
生
活
賃
金
）
の
４
種
類
と
な
っ
て
い
ま

強
い
も
の
だ
と
わ
か
り
ま
す
。

　

第
４
条
の
内
容
と
し
て
は
、
１
項
で
は

団
体
交
渉
の
適
用
範
囲
の
拡
大
と
賃
金

設
定
に
関
す
る
団
体
交
渉
権
の
促
進
を
定

め
、
２
項
で
は
団
体
交
渉
の
適
用
範
囲
が

80
％
未
満
の
加
盟
国
に
対
し
、
協
約
や
法

律
に
よ
る
団
体
交
渉
の
促
進
と
、
団
体
交

渉
を
促
進
す
る
た
め
の
行
動
計
画
を
整
備

す
る
こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

最
低
賃
金
保
護
の

執
行
と
監
視
の
改
善

　
「
３.

最
低
賃
金
保
護
の
執
行
と
監
視

の
改
善
」
に
つ
い
て
は
、
第
8
条
で
労
働

監
督
官
な
ど
執
行
当
局
に
よ
る
法
定
最
低

賃
金
の
管
理
・
現
場
検
査
と
、
研
修
や
指

導
に
よ
る
執
行
当
局
の
能
力
開
発
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
第
10
条
で
は
、
加
盟
各

国
は
、
最
低
賃
金
の
保
護
状
況
に
関
す
る

デ
ー
タ
収
集
の
た
め
の
措
置
を
講
じ
、
収

集
し
た
デ
ー
タ
や
情
報
を
２
年
ご
と
に
欧

州
委
員
会
に
報
告
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

イ
ギ
リ
ス
の
最
低
賃
金
の
動
向

　

イ
ギ
リ
ス
で
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
は
、
ナ

シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
で
あ
る
イ
ギ
リ
ス
労

働
組
合
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）と
、
最
低
賃
金
の

す
。
見
習
い
と
16
～
17
歳
の
金
額
は
、
2
 

0
2
2
年
以
降
は
同
額
に
そ
ろ
え
ら
れ
て

い
ま
す
が
、
19
歳
未
満
の
見
習
い
で
あ
れ

ば
見
習
い
用
の
最
低
賃
金
で
法
的
に
は
問

題
な
く
、
ま
た
19
歳
以
上
で
も
見
習
い
１

年
目
ま
で
（
例
え
ば
21
歳
の
見
習
い
１
年

目
）
は
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

決
定
方
法
は
、
労
働
者
、
使
用
者
、
有

識
者
の
三
者
で
構
成
さ
れ
る
低
賃
金
委
員

会
で
毎
年
の
改
定
額
等
に
つ
い
て
勧
告
を

出
し
、
そ
れ
を
も
と
に
政
府
が
決
定
し
ま

す
。
過
去
に
政
府
が
当
該
勧
告
を
拒
否
し

た
こ
と
は
な
い
も
の
の
、
見
習
い
の
引
上

げ
率
に
つ
い
て
の
み
拒
否
し
た
こ
と
が
あ

り
ま
す
。

賃
金
中
央
値
の
60
％
達
成
、

さ
ら
に
３
分
の
２
へ

　

1
9
9
7
年
の
制
度
導
入
以
降
、
低

賃
金
委
員
会
で
は
最
低
賃
金
を
設
定
す
る

こ
と
に
よ
る
雇
用
へ
の
悪
影
響
が
最
も
懸

念
さ
れ
、
こ
れ
を
最
小
限
に
抑
制
す
る
こ

と
が
め
ざ
さ
れ
ま
し
た
。
具
体
的
に
は
、

2
0
0
0
年
以
降
は
平
均
賃
金
の
伸
び
率

と
同
程
度
の
４
％
前
後
の
引
き
上
げ
が
続

い
て
い
た
と
こ
ろ
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

以
降
は
国
内
の
賃
金
が
停
滞
す
る
中
、
低

賃
金
委
員
会
の
勧
告
は
よ
り
慎
重
な
も

の
に
な
り
、
引
き
上
げ
額
も
２
％
前
後
の

賃
金
決
定
に
関
す
る

団
体
交
渉
の
促
進

　
「
２.
賃
金
決
定
に
関
す
る
団
体
交
渉

の
促
進
」
に
つ
い
て
は
、
第
５
条
に
先
立

つ
第
４
条
「
賃
金
決
定
に
関
す
る
団
体
交

渉
の
促
進
」
で
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
一

見
し
て
最
低
賃
金
と
関
係
の
薄
そ
う
な
団

体
交
渉
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
理
由

で
す
が
、
同
指
令
に
北
欧
諸
国
が
猛
反
対

し
た
こ
と
が
関
係
し
て
い
ま
す
。
北
欧
諸

国
の
特
徴
と
し
て
、
団
体
交
渉
の
適
用
範

囲
（
有
効
な
労
働
協
約
の
対
象
と
な
る
労

働
者
の
割
合
）
が
８
割
を
超
え
る
ほ
ど
高

く
、
多
く
の
労
働
者
が
労
使
で
合
意
し
た

労
働
協
約
の
元
で
働
く
た
め
、
法
定
最
低

賃
金
が
存
在
し
な
い
点
が
あ
り
ま
す
。
労

働
組
合
の
力
が
強
く
、
賃
金
決
定
に
大
き

な
影
響
力
を
持
つ
た
め
、
法
定
最
低
賃
金

が
導
入
さ
れ
る
と
政
府
の
関
与
が
強
く
な

り
、
労
働
組
合
の
影
響
力
が
弱
ま
る
と
い

う
考
え
が
根
強
く
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め

同
指
令
で
は
、
北
欧
諸
国
に
配
慮
す
る
形

で
、
第
５
条
に
先
立
ち
労
使
交
渉
を
通
じ

た
賃
金
決
定
を
重
視
す
る
方
針
を
明
確
に

打
ち
出
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
指
令
の
成

立
後
も
デ
ン
マ
ー
ク
政
府
が
欧
州
司
法
裁

判
所
に
指
令
の
無
効
を
求
め
る
訴
訟
を
起

こ
し
て
お
り
、
反
対
す
る
姿
勢
が
か
な
り
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デ
ー
タ
は
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
し
て
、
政

府
は
新
し
い
目
標
と
し
て
、
2
0
2
4
年

10
月
ま
で
に
賃
金
中
央
値
の
3
分
の
2

ま
で
引
き
上
げ
る
目
標
を
設
定
し
ま
し

た
。
以
降
は
2
0
1
6
年
～
2
0
2
0
年

を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
引
き
上
げ
ら
れ
、2
 

0
2
4
年
４
月
の
改
定
で
は
、
全
国
生
活

賃
金
は
9
・
8
％
増
（
11
・
44
ポ
ン
ド
）、

18
～
20
歳
向
け
は
14
・
8
％
増
（
8
・
10

ポ
ン
ド
）、
16
～
17
歳
向
け
は
21
・
2
％

（
6
・
4
ポ
ン
ド
）
と
過
去
最
高
の
引
き
上

げ
幅
と
な
り
、
こ
れ
に
よ
り
政
府
目
標
が

達
成
さ
れ
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

次
の
目
標
に
つ
い
て
、
政
府
は
現
時
点
で

言
及
し
て
お
ら
ず
、
Ｔ
Ｕ
Ｃ
へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
で
は
、
加
盟
組
織
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ

ま
な
意
見
が
あ
り
、
組
織
と
し
て
の
統
一

見
解
は
な
い
と
伺
い
ま
し
た
。

労
使
の
反
応

　

近
年
の
動
向
に
つ
い
て
、
Ｔ
Ｕ
Ｃ
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
で
は
、
雇
用
は
維
持
・
増
加

し
て
い
る
が
、
雇
用
の
質
に
問
題
が
あ
る

と
し
て
い
ま
す
。
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
労

働
者
を
は
じ
め
と
す
る
非
従
来
型
の
労
働

者
は
、
分
類
上
は
個

人
事
業
主
と
さ
れ

る
た
め
最
低
賃
金

の
対
象
と
な
ら
ず
、

上
昇
率
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。
そ
う
し
た

中
、
2
0
1
5
年
に
成
立
し
た
保
守
党
政

府
は
、
企
業
が
賃
金
を
抑
制
す
る
こ
と
で

労
働
者
の
所
得
水
準
が
低
迷
し
、
結
果
と

し
て
税
額
控
除
な
ど
の
低
所
得
層
向
け
給

付
に
よ
る
所
得
の
補
填
が
行
わ
れ
て
き
た

と
し
て
、
全
国
生
活
賃
金
を
導
入
す
る
方

針
を
表
明
し
ま
し
た
。
そ
の
後
政
府
は
、

2
0
1
6
年
に
低
賃
金
委
員
会
に
対
し
、

全
国
生
活
賃
金
の
額
を
2
0
2
0
年
ま
で

に
賃
金
の
中
央
値
の
60
％
ま
で
引
き
上
げ

る
目
標
を
示
し
、
そ
れ
を
前
提
に
毎
年
の

改
定
額
案
を
提
示
す
る
よ
う
要
請
し
ま
し

た
。
こ
れ
を
受
け
、低
賃
金
委
員
会
は
雇
用

へ
の
影
響
を
重
視
す
る
方
針
か
ら
転
換
し
、

10
万
人
ま
で
の
雇
用
喪
失
で
あ
れ
ば
受
容

し
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
速
度
を
上
げ

る
方
針
に
転
換
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

2
0
1
6
年
に
全
国
生
活
賃
金
が
7
・
20

ポ
ン
ド
に
設
定
さ
れ
て
以
降
、
毎
年
の
引

き
上
げ
幅
は
変
動
し
つ
つ
も
５
％
弱
程
度

の
引
き
上
げ
が
続
き
、
2
0
2
0
年
に
8
・

72
ポ
ン
ド
と
賃
金
中
央
値
の
60
％
と
い
う

政
府
目
標
が
達
成
さ
れ
ま
し
た
。

　

2
0
1
6
年
以
降
の
大
幅
な
引
き
上

げ
に
よ
り
雇
用
が
失
わ
れ
た
と
い
う
実
証

こ
う
し
た
新
し
い
雇
用
の
あ
り
方
に
対
し

て
、
既
存
の
雇
用
シ
ス
テ
ム
や
労
働
者
の

権
利
に
関
す
る
制
度
が
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
で

き
て
い
な
い
こ
と
が
問
題
と
指
摘
し
て
い

ま
す
。

　

低
賃
金
委
員
会
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
で

は
、
使
用
者
側
委
員
の
方
に
、
近
年
の
最

低
賃
金
の
大
幅
な
引
き
上
げ
に
経
営
側
は

ど
う
い
っ
た
対
応
を
し
て
い
る
か
伺
っ
た

と
こ
ろ
、
定
量
的
な
デ
ー
タ
は
な
い
も
の

の
、
よ
く
見
聞
き
す
る
対
応
と
し
て
、
雇

用
時
間
数
を
16
時
間
以
下
に
設
定
す
る
こ

と
で
税
負
担
上
の
メ
リ
ッ
ト
を
得
る
手
法

や
、
か
つ
て
従
業
員
と
し
て
雇
っ
て
い
た

人
間
を
個
人
請
負
と
し
て
外
部
に
出
す
、

手
当
を
廃
止
す
る
、
な
ど
を
行
っ
て
い
る

と
の
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。
手
当
を
廃
止

す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
手
当
よ
り
も
賃

金
が
増
え
る
ほ
う
が
好
意
的
な
意
見
が
多

い
と
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
は
伺
い
ま
し
た
。

お
わ
り
に

　

イ
ギ
リ
ス
の
全
国
生
活
賃
金
は
す
で
に

賃
金
中
央
値
の
３
分
の
２
に
達
し
、
Ｅ
Ｕ

に
お
い
て
も
、
例
え
ば
ド
イ
ツ
で
は
、
2

 
0
 

2
2
年
の
１
年
間
に
政
府
主
導
で
合
計

25
・
6
％
引
き
上
げ
ら
れ
て
お
り
、
最
低

賃
金
指
令
で
示
さ
れ
た
基
準
値
の
達
成
に

向
け
て
、
今
後
も
引
き
上
げ
の
動
き
が
活

発
に
な
る
と
思
わ
れ
ま
す
。
一
方
、
日
本

の
現
在
の
最
低
賃
金
は
、一
般
労
働
者
の
賃

金
中
央
値
の
47
・
8
％
程
度
（
連
合
試
算
）

と
な
っ
て
お
り
、
貧
困
線
を
下
回
る
状
況

と
な
っ
て
い
ま
す
。
諸
外
国
と
は
対
象
者

の
違
い
な
ど
単
純
に
比
較
は
で
き
な
い
も

の
の
、
日
本
の
相
対
的
貧
困
率
（
所
得
が

貧
困
線
を
下
回
る
者
の
割
合
）
は
15
・
4
％

で
先
進
国
最
悪
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
中
、

貧
困
の
撲
滅
に
向
け
、
国
際
的
な
動
向
も

踏
ま
え
た
上
で
引
き
上
げ
て
い
く
必
要
が

あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

政
策
・
制
度
解
説
コ
ー
ナ
ー　

Ｅ
Ｕ
と
イ
ギ
リ
ス
の
最
低
賃
金
の
動
向

－
連
合
「
最
低
賃
金
に
関
す
る
海
外
調
査
」
に
参
加
し
て

フルタイム労働者の平均賃金の中央値に対する最低賃金の割合（2022年 )


